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　（総　則）

第１条　平成３１年度周南市モーターボート競走事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

(1) 年度間開催日数 日

(2) 一日平均舟券発売金額　 千円

(3) 一日平均返還金額 千円

(4) 一日平均一般席有料入場人員 人

(5) 主要な建設改良事業

　　イ　競走場施設整備事業 千円

　（収益的収入及び支出）

     第１款　モーターボート競走事業収益　 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

第３項　特別利益　 千円

      第１款　モーターボート競走事業費用 千円

　　　　　第１項　第１項　営業費用 千円

　　　　　第２項　　　第２項　営業外費用 千円

　　　　　第３項　  第３項　特別損失 千円

　　　　　第４項　  第４項　予備費 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対

して不足する額 859,710千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 56,650千円、

減債積立金 187,943千円、建設改良積立金 589,138千円及び過年度分損益勘定留保資金 25,979千

円で補てんするものとする。）

　　　第１款　資本的収入 千円

　　　第１款　資本的支出 千円

第１項　建設改良費　 千円

第２項　企業債償還金 千円

第３項　予備費 千円

収　　　　入

1

10,000

収　　　　入

0

支　　　　出

859,710

651,767

187,943

20,000

44,136,056

平成３１年度周南市モーターボート競走事業会計予算

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

198

6,291

議 案 第３５号　

825

651,767

215,894

6,859

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

44,174,885

1

43,957,905

43,941,045

支　　　　出

38,828

- 152 -



　（債務負担行為）

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

(1) 営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(1) 職員給与費 千円

(2) 交際費 千円

平成３１年 ２ 月２０日　提出

周南市長　　木　村　健 一 郎

第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

297,074

1,000

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　項 期　間 限 度 額（千円）

競走用モーター購入費 平成31年度から平成32年度まで 50,000

競走場施設整備事業 平成31年度から平成33年度まで 850,000
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予算に関する説明書

- 155 -



予 定 額 備　考

1 モーターボート競走事業収益 44,174,885

1 営業収益 44,136,056

1 舟券収益 42,747,055

2 受託収益 1,229,374

3 その他の営業収益 159,627

2 営業外収益 38,828

1 受取利息及び配当金 6,666

2 長期前受金戻入 24,325

3 雑収益 7,837

3 特別利益 1

1 過年度損益修正益 1

予 定 額 備　考

1 モーターボート競走事業費用 43,957,905

1 営業費用 43,941,045

1 実施費 41,898,307

2 実施費（外向） 93,113

3 実施費（呉） 55,884

4 実施費（オラレ徳山) 43,167

5 実施費（オラレ田布施） 46,818

6 場間場外発売受託業務費 210,999

7 場間場外発売受託業務費（外向） 160,058

8 場間場外発売受託業務費（オラレ徳山） 23,610

9 場間場外発売受託業務費（オラレ田布施） 48,423

10 総係費 873,772

11 減価償却費 474,894

12 資産減耗費 12,000

2 営業外費用 6,859

1 支払利息 2,259

2 雑支出 100

3 消費税及び地方消費税 4,500

3 特別損失 1

1 その他特別損失 1

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

支　　　　出

（単位：千円）

款 項 目

平成３１年度周南市モーターボート競走事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

（単位：千円）

款 項 目
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予 定 額 備　考

1 資本的収入 0

予 定 額 備　考

1 資本的支出 859,710

1 建設改良費 651,767

1 設備改良費 218,100

2 営業設備費 433,667

2 企業債償還金 187,943

1 企業債償還金 187,943

3 予備費 20,000

1 予備費 20,000

支　　　　出

（単位：千円）

款 項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入

（単位：千円）

款 項 目
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 160,330

減価償却費 474,894

引当金の増減額（△は減少） 6,150

長期前受金戻入額 △ 24,325

受取利息及び受取配当金 △ 6,666

支払利息 2,255

固定資産除却費 12,000

未収金の増減額（△は増加） 63,657

未払金の増減額（△は減少） 181,255

前受金の増減額（△は減少） 6,493

預り金の増減額（△は減少） 26,084

小計 902,127

利息及び配当金の受取額 6,666

利息の支払額 △ 2,255

業務活動によるキャッシュ・フロー 906,538

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 593,203

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 593,203

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 147,263

その他の企業債の償還による支出 △ 40,680

リース債務の返済による支出 △ 1,035

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 188,978

資金増加額（又は減少額） 124,357

資金期首残高 9,016,416

資金期末残高 9,140,773

平成３１年度周南市モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）
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１　総　　括

(人) (人)

損益勘定支弁職員 1
(1)
19

資本勘定支弁職員

合　　　計 1
(1)
19

損益勘定支弁職員 1 18

資本勘定支弁職員

合　　　計 1 18

損益勘定支弁職員 0
(1)
1

資本勘定支弁職員

合　　　計 0
(1)
1

(　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの

２　給料及び職員手当の増減額の明細

本 年 度 9,000 1,668 700 41,117 12,391

異動等による調整

給与改定に伴う増加分 107 給料表の変更

昇給に伴う増加分 794

その他の増加分 2,565

区
分

増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　明 備　　考

比  　較 2,000 0 200 4,556 516

職
員
手
当

7,314

給
　
料

3,466

その他の増加分 6,595 異動等による調整

給与改定に伴う増加分
給与改定に伴うもの
（給料表の変更・期末勤勉手当）719

0

職員手当の内訳

区 　分
休日勤務

手当
管理職手当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手当

退職給付費

比  　較 216 110 △ 324 40 0

前 年 度 7,000 1,668 500 36,561 11,875

本 年 度 2,544 2,619 852 1,564 1,350

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

2,644 16,062

職員手当の内訳

区 　分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

10,500

前 年 度 2,328 2,509 1,176 1,524 1,350 10,500

16,062
比
　
較

2,638 3,466 7,314 13,418 2,644

2,638 3,466 7,314 13,418

前
年
度

73,108 87,894 76,991 237,993 43,019 281,012

73,108 87,894 76,991 237,993 43,019 281,012

本
年
度

75,746 91,360 84,305 251,411 45,663 297,074

75,746 91,360 84,305 251,411 45,663 297,074

職員手当 計

(千円) (千円) (千円) (千円)

給　与　費　明　細　書

区　　分

職　員　数 給　　　与　　　費
法定福利費 合　計

特別職 一般職 報酬 給料

(千円) (千円)
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３ 給料及び職員手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

(2) 初任給

(3) 級別職員数

（注）構成比は四捨五入によっているので、端数において計が一致しない場合がある。

4 級

5 級

6 級

7 級

8 級

計

計 14 100.0

1 級

2 級 1 7.1

3 級

4 級 5 35.7

5 級 4 28.6

4 級

5 級

6 級

7 級

8 級

計

1 級

2 級

3 級

平成30年1月1日

区　　　分

級

1 級

職員数(人） 構成比(％）

2 級 1 7.1

3 級

4 級 5 35.7

5 級 4

現　在 6 級 2 14.3

7 級 1 7.1

8 級 1 7.1

計 14 100.0

7 級 1 7.1

8 級 1 7.1

平成31年1月1日

現　在

28.6

6 級 2 14.3

区　　分
事　務　職

187,200187,200大 学 卒

技　術　職

構成比(％）職員数(人）級

1 級

2 級

3 級

平成31年１月１日現在

平成30年１月１日現在

技 術 職(円)

153,000

事 務 職(円)

153,000

区　　分

高 校 卒

技 術 職

367,450

547,254

48.3

363,950

518,464

44.3

全 職 種

360,222

473,844

45.9

356,181

529,887

44.9

事 務 職

358,157

452,870

45.2

353,961

153,000153,000

187,200

一般会計の制度

一般行政職(円) 技能労務職（円）

569,870

47.0

75.0

25.0

3

1

100.04

75.0

25.0

100.0

3

1

4
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　（級別の標準的な職務内容）

定型的な業務を行う職務

副主任の職務

主任の職務

主査の職務

係長等の職務

課長補佐等の職務

課長等の職務

局次長の職務

(4) 昇給

職員数（A） （人）

昇給に係る職員数（B） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率　（B）／（A）　　　　　　　　　　　（％）

職員数（A） （人）

昇給に係る職員数（B） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率　（B）／（A）　　　　　　　　　 （％）

(5) 特殊勤務手当

４　　級

５　　級

６　　級

2号給

3号給

4号給

区             分

号給数別内訳

号給数別内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

1号給
前
年
度

1.71.61.6

区             分

（％）給料総額に対する比率

全職種

支給対象職員の比率
（平成31年１月１日現在）

特殊勤務手当の名称 競艇事務従事手当

100.0100.0100.0（％）

18 4

17 4

14

13

17 413

17 4

区　　分

１　　級

14

13

本
年
度

19

17

89.5

７　　級

８　　級

事 務 職 ・ 技 術 職

２　　級

３　　級

92.9

技術職事務職

80.0

合　　計 技術職事務職

13

92.9

94.4 100.0

5

4
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(6) 期末手当・勤勉手当

本年度

前年度

一般会計の制度

(　）内は、再任用職員に対するもの

(7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一般会計の制度

（支給率等）

(8) その他の手当

住居手当 同　じ

通勤手当 同　じ

区　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

地域手当 同　じ

扶養手当 同　じ

定年前早期退職
特例措置

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置

備　考
(月分） (月分） (月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

加算措置等

区　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職
務の級等による加
算措置

備　考
6月（月分） 12月（月分）

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

2.125 2.275 4.40 有
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（新　規）

　平成31年度設定分

期　 間 期　 間 企業債 事業収益

50,000

850,000

（議決済分）

　平成30年度設定分

期　 間 期　 間 企業債 事業収益

50,000

90,000

　平成29年度設定分

期　 間 期　 間 企業債 事業収益

56,000

競 走 用 モ ー タ ー
購 入 費

50,000 平成30年度 平成31年度 50,000

施 設 設 備 保 守
管 理 委 託 料

90,000 平成30年度
平成31年度から
平成32年度まで

事      項 限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

34,000 56,000
映 像 シ ス テ ム
管 理 委 託 料

90,000
平成29年度から
平成30年度まで

平成31年度

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事      項 限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義 務 発 生 予 定 額

金　 額 金　 額

左の財源内訳
義務発生（見込）額 義 務 発 生 予 定 額

金　 額 金　 額

（単位：千円）

（単位：千円）

90,000

（単位：千円）

事      項 限 度 額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義 務 発 生 予 定 額

金　 額 金　 額

50,000

競 走 場 施 設
整 備 事 業

850,000
平成31年度から
平成33年度まで

850,000

競 走 用 モ ー タ ー
購 入 費

50,000
平成31年度から
平成32年度まで
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（単位：千円）

 １　固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 3,286,180

ロ 建物 6,499,171

減価償却累計額 △1,325,188 5,173,983

ハ 構築物 763,472

△178,663 584,809

ニ 機械及び装置 993,939

減価償却累計額 △482,758 511,181

ホ 車両運搬具 6,664

減価償却累計額 △3,982 2,682

へ 船舶 700

減価償却累計額 △665 35

ト 工具、器具及び備品 1,660,068

減価償却累計額 △775,723 884,345

チ リース資産 5,174

減価償却累計額 △4,036 1,138

リ 建設仮勘定 43,019

有形固定資産合計 10,487,372

(2) 無形固定資産

イ その他無形固定資産 879

無形固定資産合計 879

固定資産合計 10,488,251

 ２　流動資産

(1) 現金預金 9,140,773

(2) 未収金 207,774

流動資産合計 9,348,547

資産合計 19,836,798

平成３１年度周南市モーターボート競走事業予定貸借対照表

（平成３２年３月３１日）

資　　産　　の　　部

減価償却累計額
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 ３　固定負債

(1) 企業債

イ 1,929,803

ロ その他の企業債 81,380

企業債合計 2,011,183

(2) 引当金

イ 修繕引当金 167,841

ロ 退職給付引当金 91,723

引当金合計 259,564

固定負債合計 2,270,747

 ４　流動負債

(1) 企業債

イ 147,409

ロ その他の企業債 40,684

企業債合計 188,093

(2) リース債務 689

(3) 未払金 792,712

(4) 前受金 19,479

(5) 引当金

イ 賞与引当金 13,738

(6) 預り金 118,430

流動負債合計 1,133,141

 ５　繰延収益

(1) 長期前受金 614,929

　　収益化累計額 △206,319

繰延収益合計 408,610

負債合計 3,812,498

 ６　資本金

(1) 固有資本金 7,165,424

(2) 組入資本金 2,400,759

資本金合計 9,566,183

 ７　剰余金

(1) 利益剰余金

イ 減債積立金 2,199,275

ロ 利益積立金 99,289

ハ 建設改良積立金 1,659,408

ニ 当年度未処分利益剰余金 2,500,145

利益剰余金合計 6,458,117

剰余金合計 6,458,117

資本合計 16,024,300

負債・資本合計 19,836,798

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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（単位：千円）
１　営 業 収 益

(1) 舟 券 収 益 53,580,032

(2) 受 託 収 益 1,306,361

(3) その他の営業収益 153,609 55,040,002

２　営 業 費 用

(1) 実 施 費 51,334,218

(2) 実 施 費 (外向) 71,823

(3) 実 施 費 (呉) 76,252

(4) 実 施 費 (オラレ徳山) 36,766

(5) 実 施 費 (オラレ田布施) 38,997

(6) 場間場外発売受託業務費 195,654

(7) 場間場外発売受託業務費（外向） 142,682

(8) 場間場外発売受託業務費（オラレ徳山） 21,490

(9) 場間場外発売受託業務費（オラレ田布施） 38,997

(10) 725,688

(11) 478,269

(12) 4,500 53,165,336

営 業 利 益 1,874,666

３　営 業 外 収 益

(1) 1,416

(2) 24,325

(3) 7,386 33,127

４　営 業 外 費 用

(1) 165

(2) 507,941 508,106 △ 474,979

経 常 利 益 1,399,687

当年度純利益 1,399,687

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 163,047

当年度未処分利益剰余金 1,562,734

雑 支 出

雑 収 益

支払利息

平成３０年度周南市モーターボート競走事業予定損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

減価償却費

資産減耗費

長期前受金戻入

総 係 費

受取利息及び配当金
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（単位：千円）

 １　固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 3,286,180

ロ 建物 6,345,348

減価償却累計額 △1,131,649 5,213,699

ハ 構築物 575,157

減価償却累計額 △155,322 419,835

ニ 機械及び装置 855,050

減価償却累計額 △434,412 420,638

ホ 車両運搬具 6,664

減価償却累計額 △2,987 3,677

へ 船舶 700

減価償却累計額 △630 70

ト 工具、器具及び備品 1,410,732

減価償却累計額 △568,017 842,715

チ リース資産 5,174

減価償却累計額 △3,104 2,070

リ 建設仮勘定 26,555

有形固定資産合計 10,215,439

(2) 無形固定資産

イ その他無形固定資産 1,758

無形固定資産合計 1,758

固定資産合計 10,217,197

 ２　流動資産

(1) 現金預金 9,016,416

(2) 未収金 271,431

流動資産合計 9,287,847

資産合計 19,505,044

平成３０年度周南市モーターボート競走事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資　　産　　の　　部
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 ３　固定負債

(1) 企業債

イ 2,077,212

ロ その他の企業債 122,064

企業債合計 2,199,276

(2) 引 当 金リース債務 689

(3) 引当金

イ 修繕引当金 167,841

ロ 退職給付引当金 86,421

引当金合計 254,262

固定負債合計 2,454,227

 ４　流動負債

(1) 企業債

イ 147,263

ロ その他の企業債 40,680

企業債合計 187,943

(2) リース債務 1,035

(3) 未払金 611,457

(4) 前受金 12,986

(5) 引当金

イ 賞与引当金 12,890

(6) 預り金 92,346

流動負債合計 918,657

 ５　繰延収益

(1) 長期前受金 450,184

    収益化累計額 △181,994

繰延収益合計 268,190

負債合計 3,641,074

 ６　資本金

(1) 固有資本金 7,165,424

(2) 組入資本金 2,400,759

資本金合計 9,566,183

 ７　剰余金

(1) 利益剰余金

イ 減債積立金 2,387,218

ロ 利益積立金 99,289

ハ 建設改良積立金 2,248,546

ニ 当年度未処分利益剰余金 1,562,734

6,297,787

剰余金合計 6,297,787

資本合計 15,863,970

負債・資本合計 19,505,044

資　　本　　の　　部

利益剰余金合計

負　　債　　の　　部

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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（平成31年度）

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

　建物 22 ～ 50年

　構築物 10 ～ 50年

　機械及び装置  7 ～ 20年

　車両運搬具        5年

　船舶        4年

　工具、器具及び備品  4 ～ 20年

（2）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

　その他無形固定資産        5年

２ 引当金の計上方法

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

１ 引当金の取崩し

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金

注　記

会計の負担に属する額を計上する。

計上する。

福利費の支払をするため、賞与引当金12,890千円を取り崩した。

　平成31年度において、職員の退職手当を支給するため、モーターボート競走事業

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末におけるモーターボート競走事業

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支払に備える

ため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

会計の負担に属する退職給付引当金7,089千円を取り崩した。

　平成31年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定
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Ⅲ リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

２ リース会計に係る特例措置

３

１年内 2,072千円

１年超 0円

計 2,072千円

Ⅳ その他の注記

１ 新会計基準移行に係る経過措置

（1）修繕引当金に関する経過措置

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

り取り崩すこととする。

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ

に準じた会計処理を行っている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　リース料総額が300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買

　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借処理に係る方法
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（平成30年度）

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

　建物 22 ～ 50年

　構築物 10 ～ 50年

　機械及び装置  7 ～ 20年

　車両運搬具        5年

　船舶        4年

　工具、器具及び備品  4 ～ 20年

（2）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

　その他無形固定資産        5年

２ 引当金の計上方法

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

1 引当金の取崩し

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金

注　記

会計の負担に属する額を計上する。

計上する。

　平成30年度において、職員の退職手当を支給するため、モーターボート競走事業

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末におけるモーターボート競走事業

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支払に備える

ため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

　平成30年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれに係る法定

会計の負担に属する退職給付引当金12,457千円を取り崩した。

福利費の支払をするため、賞与引当金12,313千円を取り崩した。
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Ⅲ リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

２ リース会計に係る特例措置

３

１年内 3,108千円

１年超 　　2,072千円

計 5,180千円

Ⅳ その他の注記

１ 新会計基準移行に係る経過措置

（1）修繕引当金に関する経過措置

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

に準じた会計処理を行っている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

り取り崩すこととする。

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　リース料総額が300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買

　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

　平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ
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予算説明参考資料
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予定額

1 モーターボート競走事業収益 44,174,885

1 営業収益 44,136,056

1 舟券収益 42,747,055

舟券発売収益 42,747,055 本場 1,415,893

外向 476,239

オラレ徳山 132,736

オラレ田布施 245,316

呉場外 373,101

電話投票 27,298,919

協力他場 12,804,851

2 受託収益 1,229,374

場間場外発売事務受託収益 1,229,374 本場 108,422

外向 716,486

オラレ徳山 126,957

オラレ田布施 250,509

呉場外 27,000

3 その他の営業収益 159,627

入場料収益 26,190 入場料収益 16,350

有料席料収益 9,840

端数計算収益 83,002 端数計算収益 83,002

投票事故収入 10 投票事故収入 10

時効収益 50,425 舟券払戻金時効収益 46,688

舟券返還金時効収益 3,737

2 営業外収益 38,828

1 受取利息及び配当金 6,666

預金利息 6,666 預金利息 6,666

2 長期前受金戻入 24,325

長期前受金戻入 24,325 受贈財産評価額 18,624

国庫補助金 301

負担金 5,400

3 雑収益 7,837

地代収益 2,055 地代収益 2,055

施設貸付収益 827 施設貸付収益 827

光熱水費分担金収益 3,900 光熱水費分担金収益 3,900

その他雑収益 1,055 公衆電話利用料、場内拾得金等 1,055

3 特別利益 1

1 過年度損益修正益 1

過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

平成３１年度周南市モーターボート競走事業会計予算明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
　（単位：千円）

款 項 目 節 備　　　　　　　　考

- 178 -



　

予定額

1 モーターボート競走事業費用 43,957,905

1 営業費用 43,941,045

1 実施費 41,898,307

社会保険料 7,936 賃金分社会保険料 7,936

賃金 34,056 事務賃金 34,056

報償費 281,707 報償金 226,510

物品購入費 55,197

選手費 1,231,757 選手賞金 829,719

諸手当 255,915

分担金等 146,123

旅費交通費 11,000 出張旅費 11,000

備消品費 39,776 備消品費 39,776

舟艇費 121,445 ボート・モーター購入費 86,442

登録・検査手数料 338

部品材料費 34,665

燃料費 820 燃料費 820

印刷製本費 34,170 印刷製本費 34,170

水道光熱費 84,191 電気使用料 53,304

水道下水道使用料 10,914

都市ガス使用料 19,973

修繕費 4,220 物品等修繕料 4,220

医薬材料費 443 医薬材料費 443

通信費 8,073 郵便料 734

電信電話料 7,339

発送費 2,127 発送費 2,127

広告宣伝費 607,367 新聞・雑誌広告宣伝費 544,719

電波広告宣伝費 51,675

その他広告宣伝費 10,973

支払手数料 9,565 出走表配布手数料 5,625

クリーニング手数料 60

現金集配業務手数料 3,619

健康診断受診料 10

その他手数料 251

損害保険料 958 医療賠償責任保険料 115

賠償責任保険料 843

委託料 4,009,551 事務機器保守点検委託料 151

電気工作物保守管理委託料 12,046

エレベーター保守管理委託料 7,665

機械設備保守管理委託料 22,814

トータリゼータシステム保守委託料 149,806

施設設備保守管理委託料 68,493

清掃委託料 58,177

廃棄物処理委託料 4,738

環境衛生管理委託料 3,426

警備委託料 90,501

無料タクシー案内、受入業務委託料 8,155

出走表作成支援業務委託料 6,071

医療業務委託料 537

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 節 備　　　　　　　　　　考
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予定額款 項 目 節 備　　　　　　　　　　考

場間場外発売事務委託料 2,214,475

放送番組制作委託料 210,258

ホームページ制作運営管理委託料 126,064

来場促進事業委託料 65,334

番組編成業務委託料 8,437

開催運営業務委託料 112,330

看板等制作業務委託料 880

電話投票事務委託料 803,325

競走用ボート整備管理業務 35,134

その他委託料 734

賃借料 846,019 自動車借上料 72,847

機械借上料 26,025

複写機等使用料 482

OA機器等使用料 54

有線放送サービス料 59

衛生機器等借上料 1,005

中央情報システム利用料 745,307

有料道路通行料 240

負担金 204,325 レース延期負担金 600

電波利用負担金 33

判定写真負担金 10,187

実況放送負担金 7,111

保安協会分担金 7,983

事業活性化資金特別分担金 120,952

全国モーターボート競走施行者協議会会費 17,863

瀬戸内地区施行者協議会分担金 50

特別会計（総務省関連団体)分担金 1,165

競走用燃料負担金 6,918

モーターボート競走施行者協議会特別負担金 8,963

ＰＧⅠ開催拠出金 22,500

交付金 1,982,755 法第25条交付金 1,306,894

法第30条交付金 558,661

公営競技納付金 117,200

補填金 100 投票事故支出金 100

舟券払戻金 31,125,983 舟券払戻金 31,125,983

投票無効返還金 1,245,745 投票無効返還金 1,245,745

雑費 4,218 雑費 4,218

2 実施費(外向) 93,113

修繕費 26,000 施設等修繕料 26,000

委託料 67,113 清掃委託料 500

発売事務委託料 66,613

3 実施費(呉) 55,884

委託料 52,000 場外発売事務委託料 52,000

負担金 250 呉場外発売場周辺対策協議会負担金 250

交付金 3,634 呉市協力交付金 3,634

4 実施費（オラレ徳山） 43,167

社会保険料 1,984 賃金分社会保険料 1,984

賃金 8,198 事務賃金 8,198

報償費 7,200 物品購入費 7,200

備消品費 916 備消品費 916
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予定額款 項 目 節 備　　　　　　　　　　考

印刷製本費 1,739 印刷製本費 1,739

水道光熱費 1,570 電気使用料 1,570

修繕費 1,200 施設等修繕料 1,200

通信費 2,109 電信電話料 2,109

支払手数料 4,786 現金集配業務手数料 4,786

委託料 9,482 清掃委託料 729

警備委託料 8,513

オラレ徳山コミュニティスペース管理業務 240

賃借料 983 有線放送サービス料 79

衛生機器等借上料 82

職員用駐車場使用料 822

支払家賃 3,000 家屋借上料 3,000

5 実施費（オラレ田布施） 46,818

備消品費 3,856 備消品費 3,856

水道光熱費 3,892 電気使用料 3,663

水道使用料 229

修繕費 1,700 物品等修繕料 500

施設等修繕料 1,200

通信費 1,333 電信電話料 1,333

支払手数料 3,837 検査手数料 16

現金集配業務手数料 2,721

その他手数料 1,100

委託料 29,687 電気工作物保守管理委託料 196

トータリゼータシステム保守委託料 1,131

施設設備保守管理委託料 1,283

清掃委託料 1,324

警備委託料 24,853

来場促進事業委託料 900

賃借料 2,363 土地借上料 2,205

衛生機器等借上料 158

負担金 150 保険料負担金 150

6 場間場外発売受託業務費 210,999

賃金 24,328 事務賃金 24,328

報償費 1,925 物品購入費 1,925

水道光熱費 33,842 電気使用料 21,427

水道下水道使用料 4,387

都市ガス使用料 8,028

通信費 262 電信電話料 262

委託料 145,955 トータリゼータシステム保守委託料 85,060

施設設備保守管理委託料 19,086

清掃委託料 11,784

警備委託料 18,056

番組編成業務委託料 11,969

負担金 4,587 モーターボート競走施行者協議会特別負担金 2,087

共同広告負担金 2,500

補填金 100 投票事故支出金 100

7 場間場外発売受託業務費 （外向） 160,058

備消品費 327 備消品費 327

印刷製本費 31,591 印刷製本費 31,591

水道光熱費 8,960 電気使用料 7,848
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水道下水道使用料 1,112

通信費 120 電信電話料 120

委託料 119,060 電気工作物保守管理委託料 656

施設設備保守管理委託料 6,061

映像配信業務委託料 22,283

清掃委託料 7,807

警備委託料 22,211

出走表作成支援業務委託料 6,894

発売事務委託料 53,148

8 23,610

賃金 9,652 事務賃金 9,652

印刷製本費 4,504 印刷製本費 4,504

支払手数料 3,792 現金集配業務手数料 3,792

委託料 5,404 警備委託料 5,132

出走表配布業務委託料 272

賃借料 258 複写機等使用料 258

9 48,423

委託料 48,423 事務機器保守点検委託料 409

映像配信業務委託料 16,711

廃棄物処理委託料 785

警備委託料 30,518

10 総係費 873,772

報酬 75,746 非常勤職員報酬 75,746

給料 91,360 職員給料　21人分 91,360

職員手当 58,176 扶養手当 2,544

住居手当 852

通勤手当 1,564

特殊勤務手当 1,350

時間外勤務手当 10,500

休日勤務手当 9,000

管理職手当 1,668

期末勤勉手当 27,379

地域手当 2,619

管理職員特別勤務手当 700

賞与引当金繰入額 13,738 賞与引当金繰入額 13,738

法定福利費 33,190 職員共済組合負担金 32,970

公務災害補償基金負担金 220

退職給付費 12,391 退職給付費 12,391

社会保険料 12,473 報酬分社会保険料 12,473

交際費 1,000 競走執行委員長交際費 1,000

備消品費 2,820 備消品費 2,820

燃料費 495 燃料費 495

印刷製本費 800 印刷製本費 800

修繕費 382,961 物品等修繕料 10,268

施設等修繕料 372,693

通信費 100 郵便料 100

支払手数料 3,327 検査手数料 2,132

その他手数料 1,195

損害保険料 1,066 自動車損害賠償保険料 66

損害保険料 1,000

場間場外発売受託業務費 （オラレ徳山）

場間場外発売受託業務費 （オラレ田布施）
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委託料 58,972 警備委託料 23,507

企業会計システム保守委託料 465

設計業務委託料 20,000

調査業務委託料 12,000

その他委託料 3,000

賃借料 48,377 土地借上料 47,000

テレビ視聴料 400

複写機等使用料 907

衛生機器等借上料 32

CATV使用料 38

原材料費 500 工事材料費 500

負担金 19,611 会議等出席者負担金 100

山口県社会保険協会負担金 15

技能講習参加費負担金 587

日本電気技術者協会会費 30

周南市危険物保安協会会費 8

山口県暴力追放県民会議賛助金 300

情報系ネットワーク端末賃借・保守負担金 1,941

公用車利用負担金 630

併任職員等負担金 16,000

補助金 1,066 周辺対策事業費補助金 1,066

交付金 33,965 田布施町協力交付金 33,965

補償金 21,000 漁業補償金 21,000

租税公課 38 自動車重量税 38

雑費 600 雑費 600

11 減価償却費 474,894

固定資産減価償却費 474,894 固定資産減価償却費 474,894

12 資産減耗費 12,000

固定資産除却費 12,000 固定資産除却費 12,000

2 営業外費用 6,859

1 支払利息 2,259

企業債利息 2,203 企業債利息 2,203

借入金利息 56 借入金利息 56

2 雑支出 100

雑支出 100 雑支出 100

3 消費税及び地方消費税 4,500

消費税及び地方消費税 4,500 消費税及び地方消費税納付額 4,500

3 特別損失 1

1 その他特別損失 1

その他特別損失 1 その他特別損失 1

4 予備費 10,000

1 予備費 10,000

予備費 10,000
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予定額

1 資本的収入 0

予定額

1 資本的支出 859,710

1 建設改良費 651,767

1 設備改良費 218,100

工事請負費 208,000 東スタンド耐震改修工事等 208,000

委託料 10,000 設計委託料 10,000

手数料 100 手数料 100

2 営業設備費 433,667

器具備品 432,549 施設関係機器等 432,549

リース資産購入費 1,118 リース資産 1,118

2 企業債償還金 187,943

1 企業債償還金 187,943

企業債償還金 187,943 中央スタンド建設起債償還金 147,263

従事員共済会退会せん別金起債償還金 40,680

3 予備費 20,000

1 予備費 20,000

予備費 20,000

支　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 節 備　　　　　　　　　考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 節 備　　　　　　　　　考
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